Flexibility of Money Wage Rate and Instability of Equilibrium Path by 佐藤 真人 & Sato Masato
貨幣賃金率の伸縮性と均衡経路の不安定性
著者 佐藤 真人
雑誌名 關西大學經済論集
巻 25
号 1
ページ 29-39
発行年 1975-05-20
その他のタイトル Flexibility of Money Wage Rate and Instability
of Equilibrium Path
URL http://hdl.handle.net/10112/14871
29 
論 文
貨幣賃金率の伸縮性と均衡経路の不安定性
佐 藤 真 人
I 
資本制経済では，技術の変化（技術代替及び技術進歩）を考應しても，資本
家の技術選択，投資決定の結果，発展は不安定となる。ただし，これを論証し
ようとした拙稿〔 8〕では，商品市場での不均衡を，直接資本家が観察し，それ
に反応して生産量を変化させるとした。
しかし，商品市場の不均衡については，これによって価格が変動し，資本家
は，価格変動を観察して生産決定を行なうとした方が，より現実的である場合
もあろう。そして，商品市場での価格変動を明示的に考慮するなら，労働市場
での貨幣賃金率の変動を捨象するわけにはいかない。
ところで，商品，労働両市場での価格，貨幣賃金率の変動，及び資本家の現
実的な（もちろん，モデルの枠内での）技術選択態度，投資決定態度等を考慮
して，資本制経済の発展過程を分析しようとする作業は，近時，盛んである。
ただ，その関心は，より内生的な非線型循環論の構成 (H.Rose 〔り），商
品市場における実質賃金率決定論の発展（置塩〔6〕） , B.Hansen 〔幻での分
析の成長経済への拡張（森本〔4〕，〔5〕），資本家行動とインフレーション（足
立〔 1〕，元木〔3〕)，新古典派成長論との比較（安井〔9〕）等々 である。
本稿の目的は，上記の事情を考慮したモデルによって，貨幣賃金率の伸縮度
が，資本制経済発展の不安定さに及ぽす影響を検討することである。
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Il 
資本家の選択対象となりうる技術の集まりを，
(1) X=F (N,K) 
とする。 Xは，生産高， Nは，雇用量， Kは，資本量。
Fを一次同次とし， (1)を
(2) x=f(n) (=F(n, 1) 
と書換える。 x=X/K,n=N/K。
利潤率rを，
X-RN (3) r=-----=x―Rn K 
で定義しよう。ここで， Rは実質賃金率で
(4) R=w/p 
である。 Pは商品価格， W は貨幣賃金率。
資本家は， (2)で与えられる技術集合のなかから，その時の実質賃金率の下で，
利潤率が最大となるような技術を選ぶとすると， fのよく知られた性質f'>O,
f"<Oより，
(5) R=f'(n) 
が，必要十分である。これを便宜上，
(6) n=n(R) 
と書き換えておこう。 f"<Oより，
(7) n'<O 
である。
資本家が決める蓄積需要を I,消費需要は (1-s)X,O<s<lを確保すると
すると，商品市場の不均衡は， IE!:sXに表われる。そこで，価格は，商品市場
の不均衡によって変動するということを，
(8)い(-fx! ct'>O, ct(l) =0, 
で，確定しよう。 P=PIP,P=dp/dt。
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資本蓄積 Kは，資本の磨耗がないとすると，定義上
(9) K=sX 
である。
貨幣賃金率は，労働市場の需給状態によって決まるとし，
UO)~=P(舟） P'>O, P(e) =O, o<e;:.;1 
としよう。 Lは，労働供給量。
労働供給は，一定率 iで増加するとして
(1) L=A>O 
A A A 
さて， (4)より， R=w-pであるから
{8)(10)より，
U2l い(-t-)-a(¼)
である。ただし，
(13) l=L/K 
閥 g=l/K
gを資本蓄積率ということにしよう。
＾＾ また， U3lより， l=L-Kであるから，
{9lUlを代入すると，
(15) l=A-sx 
をえる。
以上をまとめると，
(16) 
x=f(n) 
r=x-Rn 
R=f'(n) or n=n(R) 
い(-})-aば）
＾ l=A-SX 
資本家の選択可能な技術集合
利潤率の定義
資本家の技術選択
労働，商品両市場による実質賃金率
の決定
lの定義
となる。方程式5つに対し，未知数は，兄n,r,R,l,gの6つである。したがって，
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資本家の資本蓄積率決定態度を，適当に前提すれば，体系は完結することにな
る。
][ 
資本家が，資本蓄積率を，商品市場の需給状態によって決定する場合を検討
しよう叫
そこで，
闘い(~)=¢(!) が>O,</J (1) =O 
としよう。
U6)閻より， X nを消去すると，
US) 戊=/3{njR) }-a{ sf c!CR)〕｝
U9) t=i-s I 〔爪R)〕
(20) g=</J{ sf 〔:CR)〕｝
なる正規形の連立常微分方程式系となる。
均衡の存在を確認しよう。
商品市場で需給が一致すれば'(20)より gは一定値 g*である。 したがっ
て， Rも一定値 R*でなければならない。ただし， g*=s. 八n(R*)〕。 このた
めには， US)より，労働市場でも均衡が成立していなければならない2)。したが
1)これは，置塩〔6〕で採用された仮定である。 そこでは， 技術進歩も考慮されてい
る。しかし，
1. 技術進歩を考慮すれば，貨幣賃金率を固定した場合，均衡発展が存在せず，その. . . 
不安定性は問題にならない。したがって，貨幣賃金率が伸縮的な場合との明確な比
較ができない。
2. 貨幣賃金率の伸縮性の作用を検討するという目的からみれば，技術進歩の無視は
大きな弱点にはならず，むしろ論点が鮮明になる。
ことに注意。
2)このとき，労働市場で失業が存在するかもしれない。「労働市場の均衡」とは，ただ，
労働市場が，貨幣賃金率が動かないような需給状態にあることだけを意味するものと
する。
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って， lは， el*=n (R*)なる一定値でなければならない。このとき， U9)よ
り， ,t=sf 〔爪R*)〕でなければならない。結局，
(21) { g*疇〔n(R*)〕=,1 
el*=n(R*) 
で，決まる一意的な均衡成長が可能であることがわかる。
逆に， R,l,gが一定値であり続けるのは，商品，労働両市場で，均衡が成立
しなければならないこと，そのときの一定値は，それぞれ'(21)で決まる値でな
ければならないこともわかる。
さて，一次近似によって，均衡近傍での安定性を検討しよう。
均衡 (R*,l,* g*)からの乖離を， (x=R-R*,y=l-l*, z=g-g*)とし，
均衡で展開して一次項のみに着目すると，体系は，
; =R*n'(.L+ sR*a') R*/3'R*a' 
l* 
x-
入 l*
y- z 
入
(2) 
． 
y= -sl*R*n'x 
s¢'R*n' z=-
入
X 
にかわるa)。(2)の固有方程式 'P(P) =0は
P-R*n'(~+ sR2*<t') 
(23) <p (P) = j sn* R*n' 
s</J'R*n' 
入
である。 (23)を展開，整理すると，
¢' +―z 入
R*炉
n* 
p 
゜P-
R*ct 
入
゜</J' 入
(24) 炉-(R*(i'+R*2n*;a'丑I)炉 +R*fi'n'(五—sR*)P
＋ R*2 s/i'n'<I>' ). =0 
となる。
n'<Oより'(24)の定数項は負である。
3)微係数は，均衡での値であるが， ＊は省略。以下同様。
=0 
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したがって'(24)は，少くとも一つの正根を持ち，体系(2)は，不安定である。す
なわち体系(2)の均衡からの乖離は，累積性を持つ。この不均衡の累積性が貨幣
賃金率の伸縮性の度合によって，どのような影響を受けるかが問題である。
貨幣賃金率が，労働市場の状態によって影響を受けない極端な場合と比較し
よう。
体系(18), U9) , (20)において， fi=Oとすると， (18),(20)だけでも閉じてしまう。
U8l, (20)の均衡は， g*=sf 〔爪R*)〕のとき成立し，必ずしも， g*=sf 〔爪R*)〕
=,1である必要はない。が，比較上， lも一定値であるような均衡，すなわち，
g*=sf 〔爪R*)〕=,1なる均衡を対象としよう。すると， US), (19), (20)に対応する
均衡からの乖離 (x,y, z)に関する線形微分方程式系の固有方程式(23)は
(25) p2{p-R*2n*;a'+tf>'}=o 
となり，正根をもつことがわかる。
したがって，均衡が不安定であることに相異はない。しかし，不安定の度合
を，結局のところ決定する最大根の大きさはどうだろうか。
¢ に， P*=R註n*sct'+<!>'>Oを代入すると，
入
(26) rp(p*) = -R;fi'{叫1一玉）+R叶n*sa'(P*+ ~)}<o 
となる。したがって， p*は'(23)の最大根よりも小である。すなわち， fi=O 
の場合のほうが，不安定の度合は小さくなる。
資本家は，商品市場の需給状態によって，資本蓄積率を決定するとすれば，
貨幣賃金率が伸縮的であるほうが，不安定さが増すことになった。これは，印
象的には奇妙である。なぜだろうか。
体系US),U9), (20)の構成要素 (x,y, z)の相互関係は，次のようである。
34 
貨幣賃金率の伸縮性と均衡経路の不安定性（佐藤） 35 
径 路 1 2 3 4 5 6 
関係か の
した ＋ ＋ ＋ 
決定要因 ¢' R*a' -sl*R*n' R*n脩+sR;a') R*P' s</J'R*n' 丁 入 l* ,t 
ただし，径路 x-0→yの符号+(or-)は， Xが増加したとき， yが増加
(or減少）することを意味する。逆は逆。貨幣賃金率の伸縮性によって，影
響を受けるのは径路④，⑥である。
さて，やや粗雑には，次のようにいうことができる。
資本蓄積率が均衡水準から上方へ乖離した (z>O)としよう。すると，径
路①により，その乖離は，強められる。他方，径路③により，実質賃金率は，
均衡水準から下方へ乖離する。
次に，径路③により， lは，均衡水準から下方へ乖離する。ここまでは，貨
幣賃金率の伸縮性は，何も影響しない。
しかし，径路④によって，実質賃金率は逆の方向の反作用を受け，更に，径
路⑤によっても，径路④と同方向への反作用を受ける。貨幣賃金率の伸縮性
は，この反作用の大小に影響するのである。
つまり，貨幣賃金率が伸縮的であるほど，径路④，⑥を通じた，実質賃金率
低下への反作用が強く，したがって，径路⑥を通じて，資本蓄積率を下げるカ
が強くなる。にもかかわらず，径路①の力が，これを上回り，資本蓄積率は，
均衡水準から上方へ乖離してゆくことになるのである。
これで，この経済では，なぜ，貨幣賃金率の硬直性が，不安定性を弱めるか
ということが，形式的には，わかった。では，その経済上の意味は，どういう
ことだろうか。
資本家が，蓄積需要 (I)を増大させたことによって， 資本蓄積率 (I/JO
が均衡水準より上昇したとしよう。すると，商品市場で超過需要が発生し，価
格が上昇する。したがって，実質賃金率が低下する。
すると，資本家は，労働を資本よりより多く使用する技術へ移ることによっ
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て，利潤率最大を達成しつつ生産を増大させる。したがって，現実の資本増加
率 (K/10も増大する。現実の資本増加率が増大し，更に，労働・ 資本比率
(N/10の高い技術が採用されるのだから，労働需要は，著しく増大する。． 
したがって，貨幣賃金率が上昇し，これによって，結局，実質賃金率の低下． 
は，緩和される。
ここで，貨幣賃金率が伸縮的なほど，緩和される度合は大きい。
とにかく，貨幣賃金率が硬直的なほど，実質賃金率の変動，それに反応する
資本家の生産決定の変化は，激しいのである。したがって，商品市場での不均
衡は，よりすみやかに調整される方向に動<,そして，資本家は，この商品市
場の状態によって，次期の資本蓄積率を決定するのだから，貨幣賃金率が硬直
的なほど，資本蓄積率の運動の累積性は弱くなるのである。
このような「奇妙」な性質を持つ経済に含まれている資本家の行動は，利濶
率最大を達成しようとする技術選択と，蓄積需要の決定である。現実の資本制
経済との対応をより適切なものにするためには，前者を変えるわけにはいかな
い。それゆえ，投資関数の再考が妥当である。
N 
Iで前提した経済郎）において，もう一つの現実的な資本家の蓄積需要決定態
度は，利潤率に拠るものである 4)。そこで，
(27) g=g (r) g'>O 
としよう。
⑯切）をまとめると，
(28) R=/3{ n~R) }-a{}~ 富｝
4)これは， H. Ro額 〔7J, 安井 (9〕， で採用されている想定である。 なお， 元木
(3〕，安井〔9〕では，価格変化率と，貨幣賃金率変化率の「直接の」相互作用も考
慮されているが，本稿では，灰雑物として捨象した。
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(29) l=l-sf 〔n(R)J
となる。ただし， r=f 〔n(R)〕-Rn(R)より，
dg 
(30)―=-g'n(R) <O 
dR 
である。
さて,(28), (29)は，
~j P{ n \や}-·{~(~晶：~}
l=sf 〔”（だ刃
のとき，均衡状態にある。皿と同様に， x=R-R*, y=l-l*として，均衡近
傍で展開し，一次の項だけに着目すると，
(32) ;=R*麿 +a'(g'n:+g'n')}x-R~:?'Y 
(3) y= -R*l*sn'x 
となり，均衡からの乖離に関する線形微分方程式系に変わる。
(32)(3)の固有方程式は，
P-R* P'n'a'(g'n* + g*n') 
(34) {下+ ,¥ } 
R*l*sn' 
あるいは，展開して，
R*n*P' 
ゲ =O
p 
(35) p2-R*{亨こ+ct' 入+g*n')}Pー 幻s;:n'P'=O
である。固有根を Pi,P2とすると，
(36) Pi P2 = -R*2sn*nP' 
l* >O 
(3り伍+P2=R*{伊+ct' 入+g*n')}l_。
である。
したがって，これだけでは，均衡が安定かどうかは決まらない。 しかし，
P'が十分大であるならば， Pi十舷<o,したがって，固有根は，二根とも負と
なり，均衡は，安定となる。つまり，貨幣賃金率の伸縮性は，体系を，安定的
にするのである。
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なぜか。皿との比較で，考えてみよう。
資本家が，蓄積需要を増大させ，商品市場で超過需要が発生し，価格が上昇
し，実質賃金率が低下したとしよう。すると，資本家は，より労働使用的な技
術を採用し，生産を増大させる。 したがって，労働需要が増大し，労働市場
で，貨幣賃金率が上昇し，実賃賃金率の低下は，揺り戻される。このとき，貨
幣賃金率の伸縮性が大なるほど， この揺り戻しは大きい。 ところが，資本家
は，次期の蓄積需要を，商品市場の状態ではなく，利潤率によって決める。そ
れ故，貨幣賃金率上昇による，揺り戻しが大きいほど，実質賃金率，したがっ
て利潤率の変動は少なく，したがって，蓄積需要の累積的増大も弱められてし
まうのである 5)。
??
以上の検討の結果，次のように結論できよう。
貨幣賃金率の伸縮性は，何か資本制経済に安定化作用をもつような印象を与
える。しかし，それ自体の作用が安定的かどうかは，わからない。それを決め
るのは，資本家の蓄積需要決定態度である。
ただ，利潤率に拠って資本蓄積率を決定する，という，より適当な資本家の
蓄積需要決定態度を想定すれば，貨幣賃金率の伸縮性は，資本制経済の不安定
性を弱め，十分伸縮的ならば，安定的にする。
そして，この結論に奇妙さはない。というのは，資本制経済においては，蓄
積需要こそが「独立変数」なのであるから，
1. 貨幣質金率の伸縮性も，蓄積需要決定を通じてしか，体系の運動に影響
しないこと，
2. 利潤率に拠って次期の蓄積需要が決められるとき，貨幣質金率が伸縮的
5)貨幣賃金率が十分伸縮的であれば，この揺り戻しによって，実質賃金率は上昇する。
この場合は，利潤率は低下し， したがって，資本家は，資本蓄積率を低下させる。そ
して，均衡からの乖離は，調和的に解消されてしまう。
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なほど，価格変動による実質賃金率の変動，したがって利潤率の変動が緩
和され，結局，蓄積需要の不安定な動きも弱められること
は，「自然」であるから。
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